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１ 背景と目的 

 近年、発達障害者の職場定着や、大学等の高等教育機関

に在籍する発達障害者の教育機関から就労への移行の困難

さが課題となっている1,2)。このような課題を解決し、発

達障害者が就職をし、職場で長く働き続けるためには、大

学前の高等学校の段階から本人に必要な学習内容や支援を

効果的に提供していくことが有効と考えられる。 

これらの背景をふまえて、本研究では、発達障害者の教

育から就労への移行と、就職後の職場定着の支援に寄与す

るため、発達障害者の就労意欲や職場定着を促進する「学

習内容」「育成の取組」を明らかにすることを目的とする。 

 

２ 方法 

郵送法による質問紙調査を行った。実施期間は、2008年

11月から12月であった。本調査における発達障害の定義は、

学習障害、注意欠陥／多動性障害、高機能自閉症・アスペ

ルガー症候群とした。分析対象とした調査項目は、①回答

者が支援した発達障害者のうち、「働く意欲が高い人」と

「就職後にうまく働き続けられる人」がよく学習できてい

た項目（26項目の中から１つ選択）、②回答者が、そのよ

うな人の育成のために就労準備支援で取り組んでいること

（自由記述式回答）であった。 

 対象者は、高等学校段階の教育機関750校と、就労支援

機関550ヶ所の進路指導もしくは職業リハビリテーション

に関する業務を担当している支援者であった。 

 分析は、選択式回答については、回答の比率を算出した。

自由記述式回答については、テキストを計量的に分析する

テキストマイニングを行った。ソフトは、KH Coder
（Ver.3）を使用した。分析対象は全て回答者数が５名以

上の語とした。 

 

３ 結果 

(1) 回収率 

調査の回収率は、教育機関の支援者213名（回収率

28.4％）、就労支援機関の支援者214名（回収率38.9％）

であった。分析対象の回答者数は、各項目によって異なる。 

(2) よく学習できていた項目（選択式回答） 

ア 働く意欲が高い人 

回答者数は165名（教育機関61名・就労支援機関104名）

であった。回答率が高かった上位10位を図１に示す。 

図１ 意欲が高い人の学習項目（上位10位） 

 

イ 就職後にうまく働き続けられる人 

回答者数は168名（教育機関66名・就労支援機関102名）

であった。回答率が高かった上位10位を図２に示す。 

図２ 就職後にうまく働き続けられる人の学習項目（上位10位） 

 

(3) 育成のための取組（自由記述式回答） 

ア 働く意欲が高い人 

回答者数は137名（教育機関50名・就労支援機関87名）

であった。総抽出語数は2,815語、異なり語数（全体で異

なる単語の数）は673語であった。抽出語の共起関係を図

３に示す。共起関係にある語を同じ色のまとまりで表現し

た。これをカテゴリーとして抽出したところ８カテゴリー、

「学校生活を通じた支援」「お金の必要性、使い方の支援」

－ 208 －



「作業、訓練を通じた支援」「自己理解の支援」「障害受

容の支援」「社会の理解や関わりの支援」「関係機関との

連携支援」「職場実習、職場体験」が抽出された。カテゴ

リー、抽出語、データを表１に示す。 

図３ 「意欲が高い人の育成の取組」抽出語の共起ネットワーク 

表１ 意欲が高い人の育成の取組のカテゴリー 

カテゴリー 抽出語 データ 

学校生活 
を通じた支援 

学校 生活 ・学校生活で夢や希望を意識する 
・学校の生活が明るく楽しくなる姿
勢の育み 

お金の必要性、 
使い方の支援 

働く 
余暇 

お金 
家庭 

・家庭でお金の必要性を理解 
・余暇など、お金の使い方 

作業、訓練 
を通じた支援 

必要 
指導 
作業 
意識 

訓練 
就労 
思う 
特性 

・訓練を通じて必要なことを伝える  
・特性を把握し訓練 
・必要な就労意識を高める指導 
・働きたいと思うための作業 

自己理解 
の支援 

自己 
理解 

経験 
自分 

・自分自身の理解を進める体験 
・様々な経験からの自己理解 

障害受容 
の支援 

本人 
家族 
障害 

考える 
人 

・本人と家族の障害受容へ向けた働
きかけ 

社会の理解や 
関わりの支援 

提供 
情報 
持つ 

社会 
評価 
現実 

・肯定的評価をし、社会の情報を伝
える 

・現実的、社会的関わりを持つ 

関係機関との 
連携支援 

支援 
連携 
機関 
関係 

相談 
具体 
伝える 

・関係機関とのチーム支援 
・相談支援機関として信頼される関
係づくり 

・就労支援機関との連携 
職場実習、 
職場体験 

職場 
実習 

体験 
行う 

・職場体験実習 
・職場体験を行う 

 
 

イ 就職後にうまく働き続けられる人 

回答者数は143名（教育機関53名・就労支援機関90名）

であった。総抽出語数は3,205語、異なり語数は725語で

あった。抽出語の共起関係を図４に示す。共起関係にある

語を同じ色のまとまりで表現したところ８カテゴリー、

「考え方の支援」「学校生活を通じた支援・生活リズムの

習得」「作業態度の習得」「就職後のフォローアップ」

「相談する習慣・連携による支援」「自己理解の支援」

「訓練を通じた支援・必要な情報の伝達」「仕事で必要な

ルールやスキルの習得」が抽出された。カテゴリー、抽出

語、データを表２に示す。 

図４ 「働き続けられる人」抽出語の共起ネットワーク 

表２ 働き続けられる人の育成の取組のカテゴリー 

カテゴリー 抽出語 データ 

考え方の支援 
方法 
仕事 

考える ・違う角度で考える方法の提示 

学校生活を通じた
支援・生活 
リズムの習得 

生活 
意識 
学校 
活動 
余暇 

実習 
就労 
大切 
リズム 

・学校生活の中で生活リズムが大切
と伝える 

・学校生活で余暇活動を設ける 
・生活リズムの意識づけ 
・実習で就労意識を高める 

作業態度の習得 作業 態度 ・作業態度を身につける 
就職後の 

フォローアップ 
聞く 様子 ・職場の様子、家庭での様子を聞く 

・職場訪問して様子を聞く 

相談する習慣・連
携による支援 

困る 
相談 
連絡 
家族 
関係 

機関 
支援 
連携 
職業 

・困ったときに相談する習慣 
・家族と連絡をとり理解を得る 
・挨拶、返事、連絡、相談、報告を
身につける 

・職業評価機関との連携 

自己理解の支援 

自分 
理解 
自己 
体験 
促す 

整理 
具体 
障害 
人 
就職 

・自己理解を促す 
・自己理解と具体的体験の積み重ね 
・体験を通した整理 

訓練を通じた支
援・必要な情報の

伝達 

本人 
必要 
行う 

訓練 
習慣 
情報 

・仕事で必要な生活習慣を指導 
・本人に情報を分かりやすく伝える 

仕事で必要なルー
ルやスキルの習得 

指導 
苦手 

ルール 
スキル 

・苦手場面のルールを知り、スキル
を身につける・社会ルールを指導 

 

 

４ 考察 

結果から、働く意欲が高い人と就職後にうまく働き続け

られる人の学習項目と、育成の取組について、共通する内

容と異なる内容があることが示唆された。共通する内容に

ついては、支援の全過程で重要である可能性がある。また、

異なる内容については、就職前と、就職後で本人に必要な

知識やスキル、また必要な支援が異なる可能性がある。 
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